




















医療費の将来見通しの前提及び方法について

１．1人当たり医療費の伸び率

○ 診療報酬改定、制度改正、高齢化の影響を除いた医療の高度化等による1人当たり医療費の伸び率（自然増）を年１．５％と仮定。

○ 診療報酬改定がない場合の医療費、医療給付費及びその財政負担を推計。診療報酬改定があった場合は、改定率の累計分の変動が生じる。

○ 参考試算として、診療報酬改定率を年１％とした場合（２年に１度の診療報酬改定で２％の引上げに相当）の試算結果を示す。
これは、「新成長戦略」（平成22年6月18日閣議決定）のマクロ経済目標である名目３％成長を前提とし、過去の成長率と診療報酬改定との相関関

係を示す回帰式より算出した診療報酬改定率（年１％）を用いて計算したもの。

回帰式 ： y=0.3335x （ 相関係数 0.875 、 y：改定率（本体） 、 x：５年前の成長率 、切片=0 ）

注１：自然増分は、平成17～21年度の実績に基づき設定。 （→ 別表）
（平成18及び20年度の患者負担見直しについては、対象者が少なく医療費全体の伸び率への影響が小さいことから影響を除去していない。）

注２：平成18年改正時の試算で見込んだ、平均在院日数短縮及び生活習慣病対策による医療費適正化効果は織り込んでいない。

２．医療保険加入者数の将来見通しの前提及び方法

○ 「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」における出生中位（死亡中位）推計を基に、年齢階級別、制度別加入者数の将来見通しを作成。

○ 年齢階級別に、人口に対する医療保険制度別の加入者数の割合が将来にわたり一定と仮定。ただし、被用者保険（国保組合を含む）の75歳以上
の被扶養者（家族）については、被保険者本人に対する75歳以上被扶養者の割合が一定と仮定。

３．医療費、医療給付費の将来見通しの前提及び方法

○ 上記の「1人当たり医療費の伸び率」及び「年齢階級別、制度別加入者数の将来見通し」を用いて、年齢階級別、制度別に医療保険分の医療費を次
式により算出。

ｎ年後の医療費 ＝ （ 1人当たり医療費（平成22年度） × 1人当たり医療費の伸び率のｎ乗 × ｎ年後の加入者数 ）

※ 総医療費は括弧内を年齢階級別、制度別に計算し合計

○ 年齢階級別、制度別に、上記で算出した医療費に実効給付率（平成22年度）を乗じて医療保険分の医療給付費を算出。

○ 公費負担医療（生活保護等）の医療費及び医療給付費は、平成22年度のそれぞれの金額に医療保険分の医療費総額の伸び率を乗じて算出。
なお、地方単独事業による給付は医療給付に含めていない。
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４．財政負担の将来見通しの前提及び方法

○ ３．で算出した医療保険分の医療給付費を賄うために必要となる保険料（所要保険料）及び公費の負担額を算出。

○ 公費負担については、医療給付費の一定割合で負担される公費（定率公費）の他、保険料の軽減に充てられる公費や高額医療共同事業に充てら
れる公費など（その他公費）を含むものである。 なお、市町村国保について、法定外で地方が負担している公費（法定外繰入）については含まれて
いない。

○ 保険料負担については、医療給付費から上記の公費負担を控除することにより算出。 したがって、保険料軽減後の保険料負担となる。 また、傷
病手当金や出産育児一時金等の現金給付、事務費、累積赤字の解消等のために必要な保険料負担は含まれておらず、市町村国保については、公
費に法定外繰入分が含まれてないことから、法定外繰入がない場合の保険料負担である。

○ 財政調整や公費負担等の医療保険制度の前提は、次の①～⑥の前提で計算。

① 現行制度
② 現行制度において、高齢者と現役世代の保険料の伸びをほぼ均衡するよう、高齢者保険料負担率を見直し
③ ②に加え、後期高齢者医療制度を廃止して、75歳以上の高齢者も若人と同じ制度に加入

（75歳以上高齢者の医療給付の財政負担については、現行制度と同様の方法）
④ ③に加え、被用者保険が負担する支援金の全額を総報酬割に変更
⑤ ④に加え、75歳以上現役並み所得を有する高齢者の給付費に5割の公費を投入
⑥ ⑤に加え、平成25年度以降70歳に到達する方について、70～74歳の患者負担を段階的に見直し

※ いずれのケースにおいても、均等割の9割軽減、8.5割軽減、所得割の5割軽減の見直し、適用関係の変更に伴う世帯合算（高額療養費、国保保
険料の軽減）による影響についても織り込んでいない。また、協会けんぽの国庫負担割合は、平成22年改正法附則第2条の規定に基づき、平成24
年度までの間に検討を行うこととされているが、この試算においては平成25年度（2013）以降も16.4％としている。

※ 75歳以上の医療給付費の公費負担については、医療保険制度全体で国：都道府県：市町村の負担割合を４：１：１で維持。

○ 1人当たり保険料は、保険料総額を加入者数で除して算出。

５．保険料率の将来見通しの前提及び方法

○ 保険料率は、賃金上昇率と診療報酬改定率との差により将来の水準が決定されることから、賃金上昇率の前提として次の３ケースを計算。

ケースⅠ 賃金上昇率 ＝ 診療報酬改定率
ケースⅡ 賃金上昇率 ＝ 診療報酬改定率 ＋ １％
ケースⅢ 賃金上昇率 ＝ 診療報酬改定率 ＋ ２．５％ （参考試算の賃金上昇率に相当）

注：名目成長率（年3％）と労働力人口の減少（年▲0.5％程度）から単純に計算すると賃金上昇率（≒1人当たり成長率）は年3.5％に相当する。し
たがって、参考試算では、賃金上昇率は診療報酬改定率（1.0％）を2.5％程度上回ることとなる。

○ 将来の保険料率は、平成22年度の保険料率に、医療給付費を賄うために必要な保険料率の将来の変化を加えて算出。
（平成22年度の保険料率は協会けんぽ９．３％、健保組合７．６％（平成22年度予算早期集計の単純平均））
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別表 医療費の伸びの要因分解 －メディアスによる伸び率分析

平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度
平成17～
21年度平均

(2001) (2002) (2003) (2004) (2005) (2006) (2007) (2008) (2009) (2005～2009)

総
計

１人当たり医療費 ① 3.0% -0.9% 1.9% 1.9% 3.1% 0.1% 3.1% 1.9% 3.6% 2.4%

診療報酬改定 ② -2.7% -1.0% -3.16% -0.82% -0.8%

高齢化の影響 ③ 1.6% 1.7% 1.6% 1.6% 1.9% 1.5% 1.6% 1.5% 1.5% 1.6%

その他 （①－②－③）
・医療の高度化
・患者負担の見直し 等

1.4% 0.1% 0.3% 1.3% 1.2% 1.8% 1.4% 1.2% 2.1% 1.5%

70
歳
未
満

１人当たり医療費 ① 2.1% -1.2% 0.4% 0.9% 1.5% -0.9% 1.6% 1.9% 2.7% 1.4%

診療報酬改定 ② -2.7% -1.0% -3.16% -0.82% -0.8%

高齢化の影響 ③ 0.5% 0.6% 0.6% 0.6% 0.7% 0.2% 0.6% 0.7% 0.9% 0.6%

その他 （①－②－③）
・医療の高度化
・患者負担の見直し 等

1.5% 0.8% -0.2% 1.3% 0.8% 2.1% 1.0% 2.0% 1.7% 1.5%

70
歳
以
上

１人当たり医療費 ① 1.3% -3.6% 0.9% 0.2% 2.0% -1.5% 2.1% -0.1% 2.5% 1.0%

診療報酬改定 ② -2.7% -1.0% -3.16% -0.82% -0.8%

高齢化の影響 ③ 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.3% 0.3% 0.3% 0.3% 0.4% 0.3%

その他 （①－②－③）
・医療の高度化
・患者負担の見直し 等

1.0% -1.1% 0.7% 1.0% 1.8% 1.4% 1.8% 0.4% 2.1% 1.5%

備 考
H14.10
高齢者1割
負担の徹底

H15.4
被用者本人
3割負担 等

H18.10
現役並み所得
を有する高齢
者3割負担

等

H20.4
未就学者2割
負担

注1:70歳以上、70歳未満は医療保険分、総計は医療保険と公費負担医療の合計。

2:老人保健又は後期高齢者医療に適用される65～69歳の障害認定者は、70歳以上に含まれており70歳未満には含まれていない。

3:高齢化の影響は、平成19年度の年齢階級別（５歳階級）医療保険医療費と年齢階級別（５歳階級）人口から推計。

4:医療費の伸び率は審査支払機関で審査した医療費であり、現金払いの療養費等を含まず。
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